
 
 
 

⑱ 

学生番号  

 

申請者の世帯の年間収支説明書 
令和      年      月      日記入 

 
申請者氏名                                  

 
申請者の世帯全部の収入と支出を一つの経済単位とみて，日常生活において一般的に家計から支出される食

費，住居費，修学費などの年額を以下の分類に従って１年間の収支状況（２０２１年１月～２０２１年１２月

＝前年度実績額を参考にした概算額）を記入してください。 

 
２０２０年中（２０２０年１月～１２月）       ２０２１年中予定額（２０２１年１月～１２月） 

○  収  入（単位：千円）  ○  支  出（単位：千円） 

給与収入（専従者給与を含む）   住  居  費  （  家  賃  ）  

年 金 等   光 熱 水 料 （ 概 算 ）  

給
与
以
外 

農業等による所得    食  費  等  （  概  算  ）  

事 業 所 得   
 

教  

育  

費 

授    業    料    等  

不動産等の資産所得  下    宿    料    等  

その他の所得（          ）     

本
人 

アルバイト等の収入     

奨 学 金   家庭教師の費用  

親族からの援助（仕送りなど）   留 学 等 の 費 用  

預貯金引出し   自  動  車  維  持  費  

生  活  扶  助   医 療 ・ 保 健 衛 生 費  

雇用保険等の受給   携 帯・ﾊ  ゚ ｿ ｺ ﾝ等 通 信 費  

その他の収入（               ）  

 

諸 税 そ の 他 （           ）  

    

収  入  計  支  出  計  

 
 確定申告の区分  ：  □  青色申告（青色専従者控除あり）    □  白色申告 

 
※  本説明書は「給与所得以外の世帯」の者は必ず提出してください。 
※  次ページへ【記入にあたっての説明事項】を掲載していますので、参考にしてください。 



 
 
 

⑱ 

【記入にあたっての説明事項】 

 
１  年間収入金額    ２０２０年１月から２０２０年１２月に得た全ての収入。 

 

２  給与収入 

（１）給与収入    給与・賃金，専従者給与，雇用保険，生活扶助，役員報酬，傷病手当金等 

（２）恩給・年金等    公的年金，企業年金及び農業者年金等 

 

３  給与以外の所得 

（１）事業所得    個人が営業する農業，漁業，製造業，卸売業，小売業及びサービス業等から生ずる所得で，２０

２０年中の総収入から事業経営に必要な経費を控除した金額。（農業，小売業等で生産品又は商品 

を自家消費した場合は，時価に換算した見積額を所得に加算する。） 

（２）資産所得    利子所得，配当所得及び不動産所得等資産から生じる果実の総額。 

 

４  年間支出額    ２０２１年中における経費（支出予定額） 

（１）住 居 費    世帯が賃貸住宅（アパート等）に入居している場合の費用。 

なお，就学者の下宿料は教育費の項に記載すること。 

（２）光熱水料    世帯の年間の電気・ガス・水道及び下水道料等の合計。なお，事業所の光熱水料は含まない。 

（３）食 費 等    世帯の年間の食費及び食材購入費。自宅外の学生の食費は教育費に含める。 

（４）教 育 費 

①  授業料には以下のものを包括して計上すること。 

授  業  料    ２０２１年分として納入すべき年額を記入する。 

授業料の免除又は減額を許可されている場合であっても，納入すべき金額を記載すること。 

学校納付金    授業料以外に学校に納めなければならない費用で，例えば実験実習費，後援会費などを含 

む。なお，入学料は除く。 

修  学  費    正課教育を受けるために本人が支出した経費で，例えば教科書，参考図書，実習材料や文 

具類の購入費，実習旅行費等の経費を含める。 

課外活動費    文化・体育等のサークル活動，自治会活動等正課教育以外のために支出した経費であり， 

例えばサークル会費，合宿費，遠征費，用具購入費，自治会費等が含まれる。 

ただし，本人の個人的な趣味，娯楽，レクリェーション等の費用は除く。 

通  学  費    通学のための定期券購入代や通学に要する経費とし，自転車，バイク，自動車等のガソリ 

ン代や維持費等を含める。 

②  下宿料    自宅外通学者の住居・光熱費（携帯・ﾊﾟｿｺﾝ通信費含む）・食事代等の一切の経費を計上すること。 

（５）医療・保健衛生費    診療代，薬代，理・美容代，銭湯代，化粧品代等を含める。 

（６）諸税その他の費用    専ら居住用とする土地・建物に係る固定資産税などを計上し，事業収入から控除した公 

租公課は含まない。国民健康保険税，住民税等が該当する。 

その他，被服，交通（通学費を除く），等上記に含まれないすべての日常的な経費を計上 

すること。 


